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Ⅰ 満洲国工業の全般的動向

Ⅱ 主要工業部門の動向

おわりに

は じ め に

本稿は，関東局と満洲国が１９３４～４０年に実施

した満洲工場調査の報告書である「満洲（国）

工場統計」（以下「工場統計」）を手がかりとし

て１９３０年代における満洲国（注１）工業の動向を明

らかにしようとするものである。

「工場統計」は，１９３４年から隔年の予定（３８

年から４０年までは毎年）で，５人以上の労働者

を使用する設備を有するか常時５人以上の労働

者を雇用する工場を対象とした悉皆調査の結果

である。ただし，この報告書には，利用するに

あたりいくつかの問題点がある。なかでも重要

なのは以下２点である。第１点目は，奉天造兵

所など軍需工場の多くが調査から除外されてい

るため，機械器具工業の生産額などが実際より

も過小に示されることである［大蔵省管理局

１９５０，３０４］。第２の問題点は，関東局が実施し

た１９３６年の調査成果を利用できないことである。

１９３７年１２月の行政権委譲により満鉄附属地が満

洲国に編入されるまで，満鉄附属地の調査は関

東局が実施し，関東州，満洲国の調査結果とと

もに「満洲工場統計」として刊行していた。し

たがって，１９３０年代を通して満洲国工業を検討

１９３０年代における「満洲国」の工業

──土着資本と日本資本の動向──
かざ ま ひで と

風 間 秀 人

《要 約》

満洲国の工業は，満洲産業開発５カ年計画を契機とし，日中戦争が長期化する１９３８年後半から急速

な成長を遂げていった。満洲国工業は，日本資本の大工場を中心とする金属工業，機械器具工業など

の拡張により発展したが，その対極には，小工場に基盤を置く土着資本の生産縮小があった。日本資

本は，金属工業などの主要産業における基幹生産部門の独占・支配を通して土着資本を強固に支配し，

徹底的重点主義に転換した工業化政策の重要課題のひとつである鉄鋼増産のために満洲国工業を総動

員したのである。

しかし，満洲国工業における徹底的重点主義への移行は，紡織工業などの消費財生産の縮小をもた

らし，インフレーションの進行を速め，高賃金を求める労働者の移動を激化させることになった。そ

のため工場労働力の不足などの矛盾が深まり，工業生産は，１９４０年下半期より生産の停滞・縮小を余

儀なくされていった。かくして満洲国工業は，１９３０年代末期には新たな矛盾の激発によって一大転換

期を迎えることになるのである。
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2 『アジア経済』XLVIII−１２（２００７．１２）



するためには，関東局が作成した「満洲工場統

計」が必要となる。さきに「満洲（国）工場統

計」と表記した理由もここにある。しかし，「昭

和１１年 満洲工場統計」の所在は不明で，１９３６

年の満鉄附属地に関するデータを入手できない。

この年の調査報告書に依拠して満鉄附属地を含

む満洲国工業に論及している唯一と思われる資

料に「満洲主要工業品生産表」（n.d.）があるが，

そこに記載されているのは，１９の主要製造

業（注２）と工業全体の数値だけであり，そこから

把握できる工業部門は，機械器具工業，瓦斯工

業の２つだけである。したがって，それ以外の

工業部門は，大連商工会議所（１９３７），関東局

官房文書課（１９３８），小島（１９４２）によって補い

推計しなければならない。なお，工場数は，関

東局官房庶務課ほか（１９３８）で把握が可能であ

る。「工場統計」には，以上のような難点があ

るが，これに代わる包括的な調査は他にない［関

２００５，５３―５６］。そこで本稿は，「工場統計」の

データを用いて１９３０年代における満洲国工業の

特質を考察する。

満洲国工業に関する研究は，満洲産業開発五

カ年計画（以下，五カ年計画）の実績を検討し

た石川（１９５８）を先駆的業績とし，同計画の目

標とその達成度を論証した小林（１９６９；１９７５），

同じく五カ年計画の立案・実施過程を克明に究

明した原（１９７２；１９７６）によって本格的な展開

をみた。そして，１９８０年代以降，研究は，個別

の工業生産の実態把握へと広がりをみせる。そ

の代表的研究には，電力事業の展開を明らかに

した堀（１９８７），五カ年計画期と１９４０年代の鉄

鋼増産を追究した松本（１９８８；２０００），自動車産

業の実態を把握した四宮（１９９８），満洲におけ

る日本企業の事業活動の特質を把握すべく電力

事業，窯業，化学工業を検討した須永（２００５；

２００６a，b；２００７）などがあげられよう。また，

山本（２００３）は，数量経済史の手法を用いて，

満洲中央銀行調査課（のちに調査部）が作成し

た「満洲国産業生産指数」の実証的分析を行い，

満洲国工業研究に新たな展開をもたらした。さ

らに，満洲国初期の奉天省における民族工業資

本の存在状況を検討した張（２００４），本稿と同

じく「工場統計」を素材として１９３０年代におけ

る関東州と満洲国の工業生産力を推計した関

（２００５）も注目すべき成果であろう。

かかる研究状況を踏まえて，本稿では，以下

の検討課題を設定する。

第１は，満洲国における工業生産の構造的変

化を実態に即して検討することである。従来の

研究は，五カ年計画の達成度の究明に力点を置

いていたため，五カ年計画の実施によって満洲

国工業がどのように変化したかという観点から

の論証は不十分であった。満洲国工業が五カ年

計画によってどのように再編されたのかを明ら

かにすることは，日本帝国主義による満洲国工

業支配の成否を測る上でも重要な課題であろう。

課題の第２点目は，１９４０年の五カ年計画にお

ける「徹底的重点主義」への転換が，満洲国工

業の展開にどのような影響を与えたかを検証す

ることである。１９３９年から表面化した「徹底的

重点主義」への移行は，石炭，鉄鋼などの部門

を重点的に強化したのに対して，他部門の工業

生産の現状維持，ないしは縮小をもたらしたと

されている。しかし，その具体的検討は十分な

されているとはいい難い。五カ年計画における

この転換が満洲国工業をどのように変質させた

かを検討することは，１９４０年代を含めた満洲国

工業の全過程を把握するための重要な論点であ

１９３０年代における「満洲国」の工業
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ろう。

第３は，中国資本の動向にも着目して上記の

課題を検討していくことである。満洲国の工業

化政策の展開のなかで，満洲国の中国資本工業

がどのように存在していたかを明らかにするこ

とは，日本帝国主義による満洲経済支配の内実

を究明するためには不可欠である。

以上の検討課題に取り組むことによって，本

稿は，１９３０年代における満洲国工業の変遷をそ

の実態に即して具体的に究明しようとするもの

である。

Ⅰ 満洲国工業の全般的動向

五カ年計画は，１９３７年１月に関東軍司令部が

最終決定した「満洲産業開発五年計画綱要」を

受けて同年４月から実施されたが，実施直後に

日中戦争が勃発したため，大幅な修正が加えら

れ，翌３８年５月に修正五カ年計画へと衣替えす

る。一方，日本では，１９３８年から物資動員計画

（物動計画）が策定されるようになり，３９年１

月には満洲国にも物動計画が適用される［原

１９７２，７２―８２］。この一連の動きのなかで日本と

満洲国の統制経済はいっそう強化され，満洲国

の工業政策も大きく変化していく。物動計画発

足後の満洲国には，鉄，石炭などの対日供給量

を拡大するという新たな課題が課せられること

になる。さらに，１９３９年度の物動計画で満洲国

に対する普通鋼鋼材などの資材配当量が大幅に

削減されたため，五カ年計画は，対日供給を目

的とする鉄鋼・鋼塊，石炭などの重要部門への

集中を余儀なくされる［原１９７２，８４―１０２］。五

カ年計画は，当初掲げていた鉱工業開発の全面

的積極主義［満洲帝国政府１９６９，４２４］を捨て去

ったわけではないが，１９３９年以降重要部門に力

点を置く重点主義を採用し，それ以外の生産部

門における計画削減を行うようになる。そし

て，１９４０年５月以後は全面的開発主義を完全に

放棄し，可能な限り大量の基礎資材を対日供給

するために鉄鋼，石炭，水力発電，非鉄金属な

どの開発増産を最優先する「徹底的重点主義」

へ転換したのである。そのため，満洲国では，

重点部門以外の工業生産，とりわけ消費財生産

については増産計画の中止，縮小ないしは繰り

延べを選択することになる［原１９７２，１０７―１０９］。

以上が１９３０年代における満洲国の工業政策の推

移であるが，こうした状況下で満洲国工業は，

いかなる変遷を�ったのかを概観することが本

節の課題である（注３）。

１．工場数と生産額の推移

表１の工場数からみると，工業全体では，１９３４

年に７３５２工場であったものが４０年に１万２７６９工

場へと約１．７倍に急成長している。なかでも食

料品・窯業・機械器具・化学の４工業部門の成

長が著しく，それぞれ２．５倍前後に増大してい

る。１９３４～４０年の間に満洲国の人口は，３３８７万

人弱から４３２０万人余に急増しており［山中

２００５，１７５］，このことが食料品工業急増の最大

の要因となっていた。その他の３工業部門につ

いては，「工場統計」各年版から以下のことが

解る。窯業の増大は，大半が普通煉瓦製造工場

であったことから，経済開発による建設資材の

需要拡大によってもたらされた結果といえる。

これに対して機械器具工業では，１９３４～３６年は

車輌製造工場，３９年は普通機械器具工場と車輌

製造工場の増加が顕著であるが，３４～３６年の車

輌製造業の増加は荷車製造業の急増を主として

いるのに対し，３９年のそれは鉄道車輌工場の増
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（単位：工場，１，０００円，％）
工 場 数（２） 生 産 額

１９３４年 １９３６年（３） １９３８年 １９３９年 １９４０年 １９３４年 １９３６年（４） １９３８年 １９３９年 １９４０年

紡織工業 実 数
割 合

１，１９０
１６．１９

１，１０６
１４．７９

１，６２８
１７．４７

１，５７８
１４．０５

１，７２５
１３．５１

５４，２５５
１８．４３

８９，５１７
１５．２０

２０２，７２３
１８．３８

２４９，９７８
１４．８７

２４２，７４８
１１．５９

金属工業 実 数
割 合

７９３
１０．７９

８８９
１１．８９

９２５
９．９２

１，０７９
９．６１

９６６
７．５７

３３，１０６
１１．２４

１０７，４００
１８．２３

１９０，９２１
１７．３１

３６５，２２０
２１．７２

４９０，４６１
２３．４１

機械器具
工業

実 数
割 合

３９７
５．４０

５０１
６．７０

５３８
５．７７

６８２
６．０７

９６８
７．５８

１７，７５３
６．０３

２０，４３９
３．４７

４７，７１５
４．３３

８３，９００
４．９９

１６１，８９０
７．７３

窯 業 実 数
割 合

４７５
６．４６

４９６
６．６３

５９１
６．３４

８９１
７．９３

１，２００
９．４０

１２，１９０
４．１４

１９，８７９
３．３８

４９，０４４
４．４５

８０，８９７
４．８１

１１８，４６２
５．６６

化学工業 実 数
割 合

７０５
９．５９

８５２
１１．３９

１，２０３
１２．９１

１，５５８
１３．８７

１，７０７
１３．３７

６０，０４２
２０．３９

１０８，３９８
１８．４０

１５６，１１８
１４．１５

２５４，１２２
１５．１１

３１９，１９４
１５．２４

食料品工業 実 数
割 合

９５２
１２．９５

１，０８６
１４．５２

１，５７７
１６．９２

２，１５２
１９．１６

２，５５３
１９．９９

６３，８９１
２１．７０

１５０，０４６
２５．４８

２９２，９６１
２６．５６

３８７，５８１
２３．０５

３８４，６９１
１８．３７

瓦斯工業 実 数
割 合

４
０．０５

５
０．０７

─
─

５
０．０４

５
０．０４

１，７５３
０．６０

３，１５４
０．５４

─
─

４，４４６
０．２６

５，４１３
０．２６

製材・
木製品工業

実 数
割 合

５９３
８．０７

６１９
８．２８

７９９
８．５７

９３１
８．２９

１，０３４
８．１０

１７，３７９
５．９０

２１，０２５
３．５７

５４，８０９
４．９７

７４，６８４
４．４４

８６，６１７
４．１４

印刷・
製本工業

実 数
割 合

３３１
４．５０

３６６
４．９０

４１９
４．５０

４５１
４．０２

４７９
３．７５

６，０７３
２．０６

９，６９５
１．６５

２２，１２０
２．０１

３４，５０２
２．０５

５１，７７２
２．４７

雑工業 実 数
割 合

１，９１２
２６．０１

１，５５７
２０．８２

１，６４１
１７．６１

１，９０３
１６．９５

２，１３２
１６．７０

２７，９６２
９．５０

５９，４３５
１０．０９

８６，６６３
７．８６

１４６，３０４
８．７０

２３３，４２７
１１．１４

総 計 実 数
割 合

７，３５２
１００．００

７，４７７
１００．００

９，３２１
１００．００

１１，２３０
１００．００

１２，７６９
１００．００

２９４，４０４
１００．００

５８６，５４０
１００．００

１，１０３，０７３
１００．００

１，６８１，６３５
１００．００

２，０９４，６７６
１００．００

（出所） 関東局司政部殖産課ほか（１９３５；１９３６a，b），満洲国実業部臨時産業調査局（１９３６），大連商工会議所（１９３７，１３４），関東局官房文書課（１９３８，１５８―１６３），
関東局官房庶務課ほか（１９３８），満洲国産業部鉱工司（１９３８），「満洲主要工業品生産表」（n.d.,９―１０），満洲国経済部工務司（１９４０a；１９４１a；１９４２a），小
島（１９４２，２３）。

（注）（１）１９３４，３６年には，電気（発電）工業の調査が含まれていたが，３８年以降の調査結果と統一を図るために除外した。その工場数と生産額は，１９３４年が６工
場，３，４１７千円で，３６年が６工場，５，１６６千円であった。

（２） 工場数は，調査年の年末現在における操業中の工場数である。
（３）１９３６年の工場数について，機械器具工業と瓦斯工業，総計は，「満洲主要工業品生産表」（n.d.,９―１０）から採り，それ以外の工場数は，関東局官房庶務

課ほか（１９３８），満洲国産業部鉱工司（１９３８）より作成した。
（４）１９３６年の生産額について，機械器具工業，瓦斯工業，総計は，「満洲主要工業品生産表」（n.d.,９―１０）の数値を，その他の工業は，大連商工会議所（１９３７，１３４），

関東局官房文書課（１９３８，１５８―１６３），満洲国産業部鉱工司（１９３８）によって推計した。そのため，各工業の総生産額は，５８８，９８８千円となつており，各
工業の生産額割合もこの数値をもとに算出した。

表１ 満洲国における工業別の工場数と生産額の推移（１）
１９３０

年
代
に
お
け
る
「
満
洲
国
」
の
工
業
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加によるものであり，内容的には大きな差違が

みられる。また化学工業では，１９３８，３９年に大

豆油製造業の増大が目立っているが，この点に

ついては上記の車輌製造業とともに後述する。

全体として工場数は著しく増加したが，機械

器具，窯業，化学，食料品の４部門が一貫して

増加傾向を�ったのに対して，紡織工業と雑工

業は増減を繰り返し，金属工業では１９４０年に工

場数の減少が起こっている。そのうち雑工業は，

雑多な零細経営の集合体であり，内情もよく判

らないので除外し，以下では紡織，金属工業の

動向について検証したい。

紡織工業では，１９３６年に綿織物工場の大量消

滅により，約１割の工場が減少している。満洲

国建国後，日本から大量の工業製品が殺到した。

その中心であった紡織品は，１９３６年に満洲国の

総輸入額の３割に達した［満洲国史編纂刊行会

１９７１，５１６］。満洲国の紡織品の輸入状況をみる

と，当初，主流であった綿糸輸入量は１９３４年以

降減少し，３６年から綿織物輸入量が急増してい

る［南満洲鉄道株式会社産業部１９３７，４８２―４８３；

南満洲鉄道株式会社調査部１９３９，巻末統計２０―２１］。

満洲国の農村部では，世界恐慌の影響が１９３５～

３６年頃まで残存していたため，日本製綿製品の

流入増加が農村部を中心とする綿織物工場の大

規模倒産を惹起した［満洲鉱工技術員協会

１９４２，２５６―２５７］。

ところが紡織工業の工場数は，１９３８年になる

と柞蚕製糸工場の激増によって１．５倍に増加す

る。満洲国の柞蚕業は，人絹の出現によって１９２８

年頃から低迷状態に陥り［清川１９８１，１９］，満

洲事変によって大打撃を受けるが，３０年代中頃

より羊毛の代用品として注目され，満洲国の柞

蚕増産対策が実施される３８年から急速な回復を

みせ，紡織工業全体の工場数を押し上げた［清

川１９８１，２２；満洲鉱工技術員協会１９４２，２６７―

２６８］。しかし，大半が「原始的家内工業の域を

脱し得ぬ」柞蚕製糸工場は，短期的な景気変動

によって著しい増減を繰り返すといわれていた

［安東商工公会１９４１，１６４］。そのためか，柞蚕

製糸工場は，１９３９年７月に満洲柞蚕株式会社が

設立され，柞蚕繭とその製品の流通統制が開始

されると漸減し（３８年の４６６工場から４４３工場へ），

流通統制によって柞蚕繭の出荷量が減少して柞

蚕繭の価格上昇が続く４０年には５６１工場へと激

増するという目まぐるしい変動をみせた［満洲

鉱工技術員協会１９４２，２６７―２６８］。

一方，金属工業において特徴的なことは，１９３９

年と４０年にほぼ同規模の工場増減が起こってい

ることである。すなわち，１９３９年には主として

蹄鉄製造工場の倍増によって工場数が著しく増

加し，４０年には金，白金，銀などの貴金属製造

業の激減によって工場数は減少した。１９３９年に

蹄鉄製造工場が増加した理由は不明であるが，

４０年の貴金属工場の激減は統制経済の強化によ

ってもたらされたものであった。日中戦争以降，

満洲国では，物価統制の強化が図られたが，１９４０

年９月に「奢侈品等の製造加工販売制限に関す

る件」が施行され，貴金属製品の製造・販売が

禁止されたため［満洲国史編纂刊行会１９７０，

７３７］，３９年に１４０余りあった貴金属製造工場は

３０弱に整理された。

さて，満洲国の工業生産額は，１９３４年の２億

９４４０万円から４０年には２０億９４６７万円へと７倍に

激増している。しかし，この時期の満洲国は，

日中戦争下で激しいインフレーションの渦中に

あったことに留意しなければならない。そこで，

インフレーションの影響を考慮して推計した表
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２の実質生産額を参照されたい（注４）。生産額総

計は，１９３９年まで年平均３０パーセント台の高い

成長率を達成して３倍強に膨張した。しか

し，１９４０年になると成長速度は大幅に減速しや

や停滞状態に入る。工業部門別の生産額では金

属工業の成長が著しく，１９４０年には全体の４分

の１を超える最大の生産部門になっている。そ

れに続くのは窯業と雑工業，機械器具工業，印

刷・製本工業で，そのうち生産額の小さな印刷

・製本工業と雑工業を除くと，金属・窯業・機

（単位：１，０００円，％）

１９３４年 １９３６年 １９３８年 １９３９年 １９４０年

紡織工業
生産額
割 合
成長率

５７，４０８
１８．３５
─

９４，７０５
１７．１９
６４．９７

１３０，３８６
１７．２４
３７．６８

１２７，２４９
１２．８１
－２．４１

１０９，１９３
１０．２３
－１４．１９

金属工業
生産額
割 合
成長率

３４，０４２
１０．９０
─

１０８，６８５
１９．７３
２１９．２６

１０８，３２２
１４．３２
－０．３３

２２３，７２８
２２．５３
１０６．５４

２８０，２５５
２６．２５
２５．２７

機械器具工業
生産額
割 合
成長率

１８，８６６
６．０４
─

２０，２３７
３．６７
７．２６

３４，５０１
４．５６
７０．４９

４９，７３３
５．０１
４４．１５

８１，２７０
７．６１
６３．４１

窯 業
生産額
割 合
成長率

１３，００１
４．１６
─

２３，９３７
４．３５
８４．１１

４９，９８２
６．６１
１０８．８０

５８，８７０
５．９３
１７．７８

７４，１１４
６．９４
２５．９０

化学工業
生産額
割 合
成長率

７１，９７５
２３．０１
─

９３，９７０
１７．０６
３０．５６

１１４，８６７
１５．１９
２２．２４

１４４，３７５
１４．５４
２５．６９

１４７，７０４
１３．８０
２．３１

食料品工業
生産額
割 合
成長率

６５，６７７
２１．０２
─

１２５，５０５
２２．７９
９１．１０

２００，６７４
２６．５３
５９．８９

２３７，４３１
２３．９１
１８．３２

１９６，５６６
１８．４１
－１７．２１

製材・木製品
工業

生産額
割 合
成長率

１７，５１９
５．６１
─

１９，１３０
３．４７
９．１９

２７，９７７
３．７０
４６．２５

２８，３４９
２．８５
１．３３

３２，６９９
３．０６
１５．３５

印刷・製本工業
生産額
割 合
成長率

６，４５３
２．０７
─

９，５９９
１．７４
４８．７５

１５，９９４
２．１１
６６．６２

２０，４５２
２．０６
２７．８７

２５，９９０
２．４３
２７．０８

雑 工 業
生産額
割 合
成長率

２６，０２９
８．３３
─

５５，０８５
１０．００
１１１．６３

７３，６３６
９．７４
３３．６８

１０２，９０５
１０．３６
３９．７５

１１９，９１８
１１．２３
１６．５３

総 計（２）
生産額
割 合
成長率

３１２，８３２
１００．００

─

５５３，９７６
１００．００
７７．０８

７５６，３３９
１００．００
３６．５３

９９５，７２８
１００．００
３１．６５

１，０７０，４２７
１００．００
７．５０

（出所） 関東局司政部殖産課（１９３６a，b），満洲国実業部臨時産業調査局（１９３６），満洲国産業部鉱工司（１９３８），
「満洲主要工業品生産表」（n.d.），大連商工会議所（１９３７，１３４），満洲国経済部工務司（１９４０a；１９４１a；
１９４２a），小島（１９４２，２３），満洲中央銀行調査課（１９４０），満洲中央銀行調査課（１９４０―１９４１）。

（注）（１） 実質生産額は，表１の名目生産額を奉天市の卸売物価指数（１９３３年＝１００）でデフレートした数値であ
る。

（２） 総計は，瓦斯工業の生産額を含んでいるが（１９３８年は除く），すべて日本資本で生産額も僅少なので表
中では省略した。

表２ 満洲国における工業別の実質生産額（推計）（１）

１９３０年代における「満洲国」の工業
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械器具の３部門が満洲国工業を牽引する産業で

あったといえよう。それと対照的に，紡織工業，

化学工業，食料品工業は，ともに１９３８年ないし

３９年までは工業発展の一翼を担っていたが，そ

の後不振に落ち入り地位を低下させている。と

りわけ紡織工業は，１９３９年からマイナス成長と

なり，その地位を急降下させていった。さらに

食料品工業も１９４０年に２割近い生産縮小に見舞

われることになる。紡織，食料品工業は，消費

財の代表的な生産部門であることから，「徹底

的重点主義」への転換が大きな影響を与え，生

産縮小を余儀なくされたと考えられる。次項で

は，この満洲国の工業生産の担い手はいかなる

勢力であったのかを究明する。

２．土着資本と日本資本の生産状況

「工場統計」は，所有者の国籍によって満洲

（籍），日本（籍），その他（外国籍）の３つの

工場区分を行っている。工場主の国籍がその資

本系統を示しているか否かについては疑問も残

るが，小島（１９４２，２６）は，「大体工業主国籍

が資本の国別を示すものと推定して差支ないと

思はれる」としている。そこで，この区分にも

とづいて満洲（籍）＝土着資本と日本資本の工

場が各工業部門でどのような存在形態を示して

いたかを検証することにしたい（注５）。

最初にそれぞれの資本の工場数がどのように

推移したかを概観してみよう（表３）。いずれ

の時期にも土着資本工場が圧倒的多数を占め，

比較的多くは紡織，化学，食料品，雑工業に属

している。この土着資本の工場数は，次の２点

の特徴を有して推移していた。ひとつは，１９３６

年に紡織工業の漸減と雑工業の激減によって僅

かながら工場数が減少していることである。雑

工業の急減は裁縫業の４割，３１０工場減，紡織

工業のそれは先述の綿織物工場の減少に起因す

ることから，満洲国建国期に大量の日本製紡織

品が市場に進入した被害が土着資本に集中した

帰結であったといえよう。２つめは，土着資本

工場が１９３７年以降年率１０パーセント以上の増勢

をみせていることである。このことは，五カ年

計画の実施が土着資本の起業活動にも少なから

ず刺激を与えたことを暗示しているようである。

なぜならば，１９３８年以降土着資本工場の増加が

もっとも顕著なのは窯業であったが，その中心

は，五カ年計画実施を契機として急成長した普

通煉瓦製造業であったからであり［満州事情案

内所１９３９，５２］，さらに，同時期に急増する土

着資本の機械器具製造工場の発展が，五カ年計

画実施による需要拡大と深く関連していたと思

われるからである（注６）。つまり，五カ年計画の

実施は，土着資本にも新たな需要をもたらし，

その生産活動を活性化させることにより，土着

資本工場の創業を促進する側面をもっていたと

いえるのである。

他方，日本資本の工場数は，五カ年計画の実

施以降，急増して１９４０年には３４年の２倍強にな

っている。これを工業別にみると，日本人の人

口が１９３４年の７万９０００人から４０年には８６万２０００

人へと急増したこと［山中２００５，１８４］を反映

して食料品工業の増大が顕著であり，窯業，雑

工業，機械器具工業がそれに続いている。

次に実質生産額の推移について論じる（表３）。

総生産額は，１９３４年時点では土着資本工場が日

本資本工場を若干上回っていた（注７）。しか

し，１９３６年には日本資本の生産額が土着資本の

それを凌駕し，それ以降両者の差は拡大の一途

を�る。日本資本の工業生産成長率は，大幅に

低下する１９４０年でも１７パーセントを維持し，全
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生産額の７割へと拡張していたのである（表３

より算出）。とくに金属工業は，「徹底的重点主

義」に移行する１９３９年に倍増し，４０年の生産額

は３４年比約１３倍に激増することになる。また，

機械器具工業の生産も１９３９年から飛躍的な成長

をみせて４０年には窯業の生産額を凌ぐこととな

った。さらに，日本資本による化学工業の伸張

も無視できない。日本資本の化学工場は，後述

するようにコークス製造業が主力であったが，

五カ年計画の開始前後よりパルプ・製紙業，ゴ

ム製品製造業などの新興工業が出現して新たな

成長をもたらすことになった。しかし，紡織工

業と食料品工業では，日本資本工場も１９４０年か

ら生産縮小に転落しており，消費財生産の縮小

（単位：工場，１，０００円）

工 場 数 実 質 生 産 額

１９３４年 １９３６年 １９３８年 １９３９年 １９４０年 １９３４年 １９３８年 １９３９年 １９４０年

紡織工業
土着資本
日本資本
その他合計

１，１５７
２９

１，１９０

１，０７０
３２

１，１０６

１，５７６
４０

１，６２８

１，５０４
６９

１，５７８

１，６２０
１０１

１，７２５

４０，３２０
１７，０６１
５７，４０８

８７，６５６
４２，３７０
１３０，３８６

６２，５４１
６４，６２９
１２７，２４９

５０，４８１
５８，６１６
１０９，１９３

金属工業
土着資本
日本資本
その他合計

７３２
５６
７９３

８０７
８１
８８９

８３１
８７
９２５

９６０
１１６

１，０７９

８５１
１１０
９６６

１４，１７３
１９，６３５
３４，０４２

１６，９５５
９１，２９６
１０８，３２２

２６，９９６
１９６，７２４
２２３，７２８

２７，５４４
２５２，５６０
２８０，２５５

機械器具
工業

土着資本
日本資本
その他合計

３１５
７６
３９７

３９６
９７
５０１

３９５
１３６
５３８

４８９
１７３
６８２

７２３
２２８
９６８

２，５０８
１６，２５８
１８，８６６

８，７５４
２５，６０７
３４，５０１

９，８９５
３９，２６８
４９，７３３

２０，６５６
５９，９８４
８１，２７０

窯 業
土着資本
日本資本
その他合計

３５８
１１２
４７５

３７２
１２３
４９６

４４８
１４３
５９１

６８１
２０９
８９１

９２７
２７１

１，２００

２，３２９
１０，３５３
１３，００１

５，６１３
４４，３６９
４９，９８２

１０，８５６
４７，９９５
５８，８７０

１５，５１４
５８，５７７
７４，１１４

化学工業
土着資本
日本資本
その他合計

６３９
６０
７０５

７９３
５７
８５２

１，１０３
８８

１，２０３

１，４２４
１２６

１，５５８

１，５５８
１３６

１，７０７

３６，４３５
３０，９９５
７１，９７５

５１，８２２
６２，３８２
１１４，８６７

６９，０３６
７４，９２８
１４４，３７５

４６，６７５
１００，７０８
１４７，７０４

食料品
工業

土着資本
日本資本
その他合計

７１８
２０８
９５２

７９２
２６６

１，０８６

１，１７９
３６３

１，５７７

１，６５６
４５８

２，１５２

２，０２０
４８８

２，５５３

３７，８１４
２５，００９
６５，６７７

１００，６１２
９６，６２９
２００，６７４

１２１，７７８
１１２，２１１
２３７，４３１

１０７，５５８
８６，０９９
１９６，５６６

製材・木製
品工業

土着資本
日本資本
その他合計

５１５
７７
５９３

５４５
７１
６１９

７１２
８６
７９９

７９６
１３４
９３１

８９２
１３９

１，０３４

３，２７５
１４，０８１
１７，５１９

７，４１５
２０，５５６
２７，９７７

９，１１６
１９，１５５
２８，３４９

１２，９６４
１９，４４２
３２，６９９

印刷・製本
工業

土着資本
日本資本
その他合計

２４４
８０
３３１

２５６
１０２
３６６

３０６
１１１
４１９

３２３
１２２
４５１

３５２
１２２
４７９

３，１６３
３，０７１
６，４５３

４，２０２
１０，４６７
１５，９９４

５，６６４
１３，４４１
２０，４５２

８，９５１
１５，９９５
２５，９９０

雑 工 業
土着資本
日本資本
その他合計

１，７６４
１４０

１，９１２

１，４０６
１４１

１，５５７

１，４６８
１５５

１，６４１

１，６７４
２１３

１，９０３

１，８６３
２５３

２，１３２

１２，４６２
１１，２２４
２６，０２９

３５，６６１
２７，２９５
７３，６３６

４３，０３１
４３，３４６
１０２，９０５

４０，３１３
６５，２２３
１１９，９１８

総 計（１）
土着資本
日本資本
その他合計

６，４４２
８４２

７，３５２

６，４３７
９７５

７，４７７

８，０１８
１，２０９
９，３２１

９，５０７
１，６２５
１１，２３０

１０，８０６
１，８５３
１２，７６９

１５２，４８０
１４９，５４８
３１２，８３２

３１８，６８９
４２０，９７１
７５６，３３９

３５８，９１３
６１４，３３３
９９５，７２８

３３０，６５７
７１９，９２２
１，０７０，４２７

（出所） 関東局司政部殖産課ほか（１９３５；１９３６a,b），満洲国実業部臨時産業調査局（１９３６），関東局官房庶務課（１９３８），
満洲国経済部工務司（１９４０a；１９４１a；１９４２a）。

（注）（１） 総計には，瓦斯工場５工場がふくまれているが（１９３８年は除く），すべて日本資本で生産額も僅少なの
で省略した。

表３ 工業別・資本系統別の工場数と実質生産額（推計）

１９３０年代における「満洲国」の工業
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が極めて深刻になったことを示している。

日本資本工場の生産活動は，消費財生産を除

けば五カ年計画実施以降も比較的順調に推移し

たが，土着資本の工業生産は，１９３８年以降比較

的低調であり，４０年には紡織，化学，食料品，

雑工業の減産によって８パーセントのマイナス

成長に陥っている（表３より算出）。とりわけ紡

織工業は，１９３９年以後急速に縮小し，４０年の生

産額は３８年の６割弱に急減している。では，上

記のような日本資本と土着資本の生産活動の展

開は，いかなる要因によっていたのであろうか。

それぞれの生産形態から考察する。

表４を参照されたい（注８）。表中にある小工場

は常用労働者数３０人以下，中工場は同じく３０～

１９９人，大工場は２００人以上のものを指している

が［小島１９４２，８］，土着資本には小工場が圧倒

的に多く，その９割は小工場であり，常用労働

者１０人以下の零細経営も５割を超えていた。こ

れに対して土着資本の大工場はごく少数で，「工

場統計」によると１９３６年の４０工場が３８年に４２工

場，３９年には５１工場へと漸増していたが，４０年

には一転して４３工場へと減少している。そして，

小工場の雇用労働者数と生産額の占有率は跛行

的ながら増大傾向にあったが，これは，土着資

本の生産活動が圧倒的多数を占める小経営に支

配され，大経営の生産は付随的な地位に止まっ

ていたためであるといえよう。

土着資本と対比すると，日本資本に占める小

工場数の割合は，１９３６年でも６割と少なく年々

低下する傾向にあった（表４）。それに対して

大工場数の割合は増大しており，１９３６年の７０工

場から４０年には２３０工場へと急増している。そ

して，日本資本のなかで大工場は，常用労働者

と生産額の大半を独占し，その占有率は，１９４０

年になると常用労働者数割合が低下するのに対

して生産額割合が増大する労働生産性の向上が

みられる。このことは，日本資本の工業生産が

大工場を基盤に展開していたことを明示する一

面といえる。

以上のことから，土着資本と日本資本による

工業生産の特徴は次のように要約できる。まず，

土着資本の生産は，絶対的多数を占める小工場

１９３６年 １９３８年

工場数 労働者数・人 工場数 労働者数・人

土着資本

小計（実数）
割合（％）小工場

中工場
大工場

６，４３７
８９．７０
９．６８
０．６２

１０５，９４６
５４．６５
３２．９７
１２．３９

８，０１８
８７．７８
１１．７０
０．５２

１３７，５０３
５２．３５
３７．７４
９．９１

日本資本

小計（実数）
割合（％）小工場

中工場
大工場

９７５
６０．７２
３２．１０
７．１８

６９，６４１
１０．７８
３２．７３
５６．４９

１，２０９
５６．６６
３１．６８
１１．６６

１３４，０７６
６．５１
２１．１６
７２．３３

満洲国合計

合計（実数）
割合（％）小工場

中工場
大工場

７，４７７
８５．８４
１２．６５
１．５１

１８１，１０９
３６．４４
３２．４０
３１．１５

９，３２１
８３．８１
１４．２０
１．９８

２７５，３２２
２９．５９
２９．２３
４１．１８

（出所） 関東局官房庶務課ほか（１９３８），満洲国産業部鉱工司（１９３８），満洲国経済部工務司（１９４０b；１９４１b；

表４ 資本系統別・規模別の工場数，常用労働者数，実質生産額（推計）の構成
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に基盤を置いており，それ故に生産は，この小

経営の増減に左右されていた。他方日本資本の

生産は，比較的多数存在する大経営に掌握され

ており，大工場の増加やその経営拡大が生産力

を一気に引き上げることになる。したがって，

満洲国の工業生産における土着資本工業の地位

低下は，小工場の生産縮小のためであり，同じ

く日本資本の巨大化は，大工場の生産拡張によ

って生成されていたのである。すなわち満洲国

の工業生産における大工場への集中度は，満洲

国工業における日本資本の支配浸透度を表して

いるといえるのである。

上述のことは工場規模別の労働生産性の推移

からも立証できる。「工場統計」によって１９３９

年の工業部門別の労働者１人当たりの生産額＝

労働生産性を検討した小島豊によると，食料品

工業の労働生産性は，工業部門中最高の１万

１７２９円であったが，金属工業のような大規模生

産の優位がみられず，小工場と大工場の差はほ

とんどなかった。食料品工業の労働生産性が高

いのは，製品価格に巨額の原料農産物代が含ま

れているためで，このことは，同じく農産物を

原料とする大豆油製造業にも当てはまることで

あった［小島１９４２，１８―１９］。以上のことを考慮

すると，１９３９年まで土着資本，日本資本ともに

小工場の労働生産性がもっとも高かったのは

（表５），土着資本の場合，小工場による食料

品工業が最大の生産部門で，大豆油製造業でも

その中枢を占めていたこと（後出表９），日本

（単位：円）

１９３８年 １９３９年 １９４０年

土着資本

全工場平均
うち小工場

中工場
大工場

２，３１８
２，４４８
２，３５６
１，４８５

２，２１１
２，８５８
１，５７６
１，２９４

１，８９５
２，１５６
１，５９７
１，４２２

日本資本

全工場平均
うち小工場

中工場
大工場

３，１４０
５，５４２
４，０３２
２，６６３

３，０５７
４，２４９
３，５８８
２，８２６

３，６５９
３，４８０
３，１７４
３，８４８

満洲国合計

全工場平均
うち小工場

中工場
大工場

２，７４７
２，８１９
２，９３５
２，５６１

２，６９６
３，０４７
２，３８８
２，６８９

２，８２８
２，３０４
２，１３５
３，６８８

（出所） 満洲国経済部工務司（１９４０b；１９４１b；１９４２b）。

１９３９年 １９４０年

生産額・千円 工場数 労働者数・人 生産額・千円 工場数 労働者数・人 生産額・千円

３１８，６８９
５５．２９
３８．３６
６．３５

９，５０７
８７．５２
１１．９４
０．５４

１６２，３５９
５１．６５
３８．５７
９．７９

３５８，９１３
６６．７７
２７．５０
５．７３

１０，８０６
８９．７２
９．８８
０．４０

１７４，４４８
５６．２０
３４．７１
９．０９

３３０，６５７
６３．９３
２９．２４
６．８３

４２０，９７１
１１．４９
２７．１８
６１．３３

１，６２５
５４．５８
３３．６６
１１．７５

２００，９４９
５．３１
２０．３５
７４．３４

６１４，３３３
７．３９
２３．８８
６８．７３

１，８５３
５５．７５
３１．８４
１２．４１

１９６，７５４
７．０９
２４．１６
６８．７６

７１９，９２２
６．７４
２０．９６
７２．３０

７５６，３３９
３０．３７
３１．３０
３８．３３

１１，２３０
８２．７１
１５．１０
２．１９

３６９，３１４
２５．８３
２８．２５
４５．９２

９９５，７２８
２９．１９
２５．０２
４５．７９

１２，７６９
８４．７３
１３．１０
２．１７

３７８，５１０
２９．８３
２８．８０
４１．３７

１，０７０，４２７
２４．３１
２１．７４
５３．９５

１９４２b）。

表５ 資本系統別・規模別の労働者１人当たりの生産額

１９３０年代における「満洲国」の工業
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資本の場合，小工場が食料品工業に集中してい

たことの結果といえよう。しかし，前出表３の

ごとく，１９４０年になると土着資本，日本資本と

もに食料品工業の生産額は大幅に減少し，日本

資本の大工場を主力とする金属工業の生産額が

急増する（注９）。その結果，満洲国工業全体でも

日本資本を基軸とする大工場の労働生産性が急

上昇し，小工場のそれは急降下する。すなわち，

労働生産性の面からも小工場＝土着資本ならび

に一部の日本資本の低落と大工場＝日本資本の

上昇が確認できるのである。

次節では，このような状況がいかにしてもた

らされたのかを，主要工業部門の生産動向を通

して論述することにしたい。

Ⅱ 主要工業部門の動向

満洲国の主要工業部門は，生産額と工場数か

らみれば紡織，金属，窯業，化学，食料品であ

るが，１９３０年代終盤の工業発展をリードした機

械器具工業も無視できない。このうち，金属，

機械器具，窯業，化学は１９３０年代を通して成長

を維持した生産拡大部門であったが，紡織と食

料品は３０年代末に生産縮小に陥る部門であった。

そこで，以下では，主要生産部門を生産拡大部

門と生産縮小部門に分けて検討するが，窯業に

ついては須永（２００６a）が詳論しており，改め

て付け加える論点も少ないので省略することに

した。

１．生産拡大部門

表６のように，金属工業の成長は，鉄鋼業を

基軸とする金属精錬業の急成長によって実現さ

れたものであった（注１０）。満洲国の鉄鋼業では，

五カ年計画の下で銑鋼一貫生産の確立のための

工場新設と生産施設の整備・拡充が相次いで行

われた。それにより金属工業全体の生産額に占

める金属精錬業の割合は，１９３８年の６割弱から

４０年には８割に増大し，日本資本の工業総生産

額に占める割合も同じく１５パーセントから３２パ

ーセントに拡大していった（前出表３と表６よ

り算出）。そして，１９３８～４０年に鉄鋼業を含む

金属精錬業の労働生産性は，２倍強の１万４３００

１９３４年 １９３８年 １９３９年 １９４０年

工場数 生産額（千円）工場数 生産額（千円）工場数 生産額（千円）工場数 生産額（千円）

金属精錬 実数
うち日本資本（％）

４
７５．００

１５，６３８（４５．９４）
９８．６０

２１
１００．００

６４，８６０（５９．８８）
１００．００

２３
１００．００

１７１，８３４（７６．８０）
１００．００

２２
１００．００

２３０，５２５（８２．２６）
１００．００

銑鉄鋳物 実数
うち日本資本（％）

１４１
８．５１

２，１８１（ ６．５９）
３０．１０

２６８
８．５８

２６，９０８（２４．７６）
８０．９４

２９８
９．０６

２５，４６１（１１．３８）
５４．９９

２９６
７．０９

２８，１３５（１０．０４）
３１．６３

その他合計 実数
うち日本資本（％）

７９３
７．０６

１９，３７２（１００．００）
５７．６８

９２５
９．４１

１０８，３２２（１００．００）
８４．２８

１，０７９
１０．７５

２２３，７２８（１００．００）
８７．９３

９６６
１１．３９

２８０，２５５（１００．００）
９０．１２

労働者１人当たり生産額・円
日本資本（平均）
土着資本（平均）

６，９０４
１，８５８

４，９５４
１，８６３

６，９６３
２，０３８

９，９６８
２，３４３

（出所） 関東局司政部殖産課ほか（１９３６a，b），満洲国実業部臨時産業調査局（１９３６），満洲国経済部工務司（１９４０a；
１９４１a；１９４２a），満洲中央銀行調査課（１９４０），満洲中央銀行調査課（１９４０―１９４１）。

（注）（１） 生産額，労働者１人当たり生産額ともに実質生産額である。
（２） 生産額の後の（ ）内は，金属工業全体に対する割合である。

表６ 金属工業における主要製造業の生産状況
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円になり，金属工業全体の労働生産性を２倍ち

かくに増加させた（注１１）。こうして鉄鋼生産を基

軸とする金属精錬業は，満洲国工業において不

動の地歩を確立することになったのである。

金属精錬業に次ぐ銑鉄鋳物製造業の生産額は，

満洲国の経済建設にともない急成長を遂

げ，１９３４～３８年の間に実質で１３倍強に増大した。

しかし，五カ年計画に重点主義が導入された

１９３９年には生産額が減少し，翌年に再度増加す

るが，金属工業全体における地位は大きく後退

していく。とくに日本資本工場の生産額割合

は，１９３８年の８割から４０年には３割に激減し，

工場数も４０年には前年比２割の減少となった

（表６より算出）。したがって日本資本は，鉄鋼

増産が最優先されるなかで銑鉄鋳物製造からの

撤退を開始したようである。

ところが，日本資本が銑鉄鋳物生産から離脱

し始めると，それに代わって土着資本の生産が

急伸していくことになる。土着資本の銑鉄鋳物

工場は，１９３９年から鍋・釜などの日用消費財と

機械用鋳物を中心とする部品生産が急増し，そ

のシェアを拡大させていたが（注１２），その要因は

何にあったのであろうか。まず，土着資本によ

る鍋・釜などの家庭用品の生産拡大は，前に述

べた満洲国の人口急増にともなう需要拡大と日

本資本工場の生産縮小によっていたと考えられ

る。一方，土着資本による機械用鋳物などの部

品生産の増大は，同時期の機械器具工業の急成

長によって惹起されたものであった。なぜなら

ば機械器具工業の急成長は，後述するように，

機械器具生産を支える下請工場の不足を深刻化

させることになるが，それを補完したのが土着

資本の銑鉄鋳物工場だったからである。この時

期の奉天市では，土着資本の銑鉄鋳物工場の「其

半数は日系有力工業の下請工業として部分品の

製作に当り一部は満人街にあつて金属工場の枢

軸を為してゐる」［奉天商工公会１９４２，１９４］と

いわれていたように，これらの土着資本工場は，

日本資本の機械器具製造工場の下請工場として

大きな役割を果たしていた。すなわち銑鉄鋳物

製造業の土着資本工場は，日本資本の機械器具

大工場の下請生産を行うことによって，金属工

業部門における地位を確固たるものとしていた

のである（注１３）。

次に，機械器具工業の生産状況をみてみよう

（表７）。五カ年計画実施前の機械器具工業

は，１９３６年に工業全体に占める生産額割合を低

下させることで理解できるように低迷状態にあ

った（表２）。しかし，満洲国の機械器具工業

をめぐる状況は，五カ年計画実施後の１９３７年１２

月に日産が満洲国に移駐し，満洲重工業開発株

式会社（以下，満業）を設立したことにより大

きく変化する。満業は，自動車，飛行機製造業

を独占的に支配したが，これを契機として日本

の主要な機械製造企業は，満洲国進出を具体化

させるようになり，１９３８年末頃から満業傘下以

外の製造業部門に日本資本の大工場建設が相次

ぐようになる［満洲国通信社１９４２，３０１，３０３］。

日本資本による機械器具工場の開業は，１９３２～

３５年とともに３８，３９年の時期に集中している

が（注１４），それは，この状況を反映しているので

ある（表８）。

表７のように，１９３８年以降急速に発展する機

械器具工業の中心は普通機械器具製造業で，そ

の主要生産品は採鉱選鉱及精錬機械器具であっ

た。石炭，鉄鋼などの増産を重視する五カ年計

画が開始されると，採鉱選鉱及精錬機械器具の

需要はさらに急増し［満洲鉱工技術員協会

１９３０年代における「満洲国」の工業
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１９４２，２１９―２２０］，１９４０年には普通機械製造額の

４割を占めることになった。また，この時期に

は，車輌製造業と電気機械器具製造業も急速な

発展をみせている。車輌製造業は，機関車の自

給を重視する関東軍・満鉄から要請された弥生

会（鉄道車輌関連主要企業のカルテル組織）が中

心になり，１９３８年５月に満洲車輌株式会社を設

立したことにより急成長を遂げることになる

［沢井１９９８，２４２―２４３］。一方の電気機械器具製

造業は，日本の独占資本によって１９３７～３９年に

設立された満洲電線，満洲日立製作所などによ

ってその基礎が確立され，４０年頃から絶縁電線

やラジオの生産が軌道に乗ることになる［満史

会１９６４，５０５―５０６］。

満洲国の機械器具工業の生産は，１９３８年以後

本格的な発展期に入るが，その内実は重工業と

いうよりも軽工業段階にとどまっていた。その

ことは，主要生産品のひとつである採鉱選鉱機

械器具が「比較的粗大なる装備」で［南満洲鉄

道株式会社新京支社調査室１９４２，４３］，生産には

高度の技術を必要としないこと，さらに１９３８年

から本格的に生産されるようになる絶縁電線も

容易に製造できたことからも理解できよう。そ

のため機械器具工業には，大量の労働力を投下

する労働集約型経営が多数存在していた。表７

のように同工業の労働生産性が他に比べて低位

にあった理由はこの点に求められるようであ

る（注１５）。

機械器具生産の主力は，日本資本工場であっ

たが，普通機械製造業と車輌製造業の土着資本

工場は，日本資本と同じく１９３８，３９年に開業の

ピークを迎え生産額も急増させている。五カ年

計画以前の満洲国における機械器具工業は，部

品生産の確立が遅れるなど未発達な段階にあっ

たため［大蔵省管理局１９５０，３４０］，日本資本の

進出が本格化すると同時に下請工場の不足が深

刻化し，その進展を阻む大きな原因となってい

た［満洲国通信社１９４２，３０５―３０６］。かかる状況

下に土着資本の機械器具工場は，日本資本が経

営する大工場の下請工場として積極的な役割を

１９３４年 １９３６年

工場数 生産額（千円） 工場数 生産額（千円）

普通機械器具 実数
うち日本資本（％）

８６
３２．５６

１０，２７７（５４．４７）
９４．４１

１０５
２４．７６

９，４４１（４６．６５）
─

電気機械器具 実数
うち日本資本（％）

７
５７．１４

９０（ ０．４８）
７５．１４

１２
６６．６７

４３６（ ２．１６）
─

車 輌 実数
うち日本資本（％）

２０７
１１．５９

６，１８２（３２．７６）
９０．０５

２９０
１２．４１

８，６０１（４２．５０）
─

その他合計 実数
うち日本資本（％）

３９７
１９．１４

１８，８６６（１００．００）
８６．１７

５０１
１９．３６

２０，２３７（１００．００）
─

労働者１人当たり生産額・円
日本資本（平均）
土着資本（平均）

２，１５６
７０１

機械器具工業総平均
１，４２３

（出所） 関東局司政部殖産課ほか（１９３６a,b），満洲国実業部臨時産業調査局（１９３６），関東局官房庶務課ほか（１９３８），
（注）（１） 生産額，労働者１人当たり生産額ともに実質生産額である。

（２） 生産額の後の（ ）内は，機械器具工業全体に対する割合である。

表７ 機械器具工業における主要製造業の生産状況
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果たし，その生産に大きく寄与したのであった。

すなわち，満洲国における日本資本の有力機械

器具工場は，いずれも「満系重工業諸工場と連

絡を有し部分品の請負契約下に工業的連絡を結

び，重要資材の供給製作の為めに生産工業を通

じての日満合作を図……」っていたのである［奉

天商工公会１９４２，１９９］。したがって，満洲国に

おける機械器具工業の発展は，土着資本工場の

存在なしには不可能だったといえるのである。

そして，これら日本資本との連携を強化した土

着資本は，他の土着資本とは別次元の高い生産

活動を展開し，１９４０年の生産額を倍加させたの

であった（表３）。

磨房（製粉業），焼鍋（中国酒醸造業）と並ぶ

満洲の三大土着工業のひとつである油房（搾油

業）を中心とする大豆油製造業は，表９のよう

に１９３９年まで化学工業の首位を独占する主要製

造業であった。油房の生産する大豆油と豆粕は，

満洲事変前から満洲最大の輸出品であった

が，１９３０年代に入ると主要な市場であるヨーロ

ッパや日本農村の需要が急減したため，その生

産は停滞ないしは減退傾向にあった［風間

１９９３，２３２―２３４，２４０―２４１］。そのなかで満洲国

は，１９３９年９月，大豆を低価格で集荷するため

の農産物統制に着手した。この統制は，鉄道沿

線を中心として実施され，さらに開始当初は大

豆加工品である大豆粕を適用外としていた。そ

こで，農産物統制に反対し，満洲国に大豆を売

り渡すことを拒否した農民や農産物取引商・糧

棧は，統制が行き届かない農村部の油房に積極

的に販売して統制の形骸化を図った。その結

果，１９３９年の統制開始とともに中小油房の簇生

と大豆粕の生産急増という事態がもたらされた

のである。しかし，翌１９４０年１月から大豆粕の

流通統制が実施され，農産物取扱業者に対する

取締が強化されていくと，油房による大豆粕の

生産は大幅に縮小していく［風間１９９３，１１５―

１３１］。その一方で鉄鋼増産とともに年々拡大し

ていたコークス製造業は，１９４０年にさらなる生

産額の増大をみせ，化学工業最大の製造業とな

１９３８年 １９３９年 １９４０年

工場数 生産額（千円） 工場数 生産額（千円） 工場数 生産額（千円）

２６８
２２．３９

１９，７３２（５７．１９）
６８．４６

３２９
２４．３２

３２，５７６（６５．５０）
８０．９２

４８０
１９．５８

３５，１６２（４３．２７）
７７．２６

９
７７．７８

３，４８１（１０．０９）
９５．５７

１３
６１．５４

１，６２０（ ３．２６）
８３．１０

２１
６６．６７

１７，２３０（２１．２０）
９６．１７

２１３
１９．２５

４，４０３（１２．７６）
６０．０６

２６３
１９．７７

９，５６１（１９．２２）
７９．１５

３３１
２２．３６

１５，６０２（１９．２０）
７１．７８

５３８
２５．２８

３４，５０１（１００．００）
７４．２２

６８２
２５．３７

４９，７３３（１００．０）
７８．９６

９６８
２３．５５

８１，２７０（１００．００）
７３．８１

８１４
１，３２４

９９１
１，２００

１，９３６
１，５１９

「満洲主要工業品生産表」（n.d.,９），満洲国経済部工務司（１９４０a；１９４１a；１９４２a）。

１９３０年代における「満洲国」の工業
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１９３４年 １９３８年 １９３９年 １９４０年

工場数 生産額（千円）工場数 生産額（千円）工場数 生産額（千円）工場数 生産額（千円）

鉱 油 実数 ２ ４，１５２（ ５．７７） １ ２５９（ ０．２３） ２ ４，０３４（ ２．７９） ３ ８，５４３（ ５．７８）

大 豆 油 実数
うち日本資本（％）

２９８
３．０２

３５，７５５（４９．６８）
５．０５

６９７
１．１５

３９，２１６（３４．１４）
５．３５

１，０１７
０．８８

５８，５２７（４０．５４）
３．８３

１，１８５
０．９３

３５，６６３（２４．１５）
３．３７

パ ル プ 実数 ０ ０ ５ ６，４０２（ ５．５７） ５ ９，０６４（ ６．２８） ７ ９，２４８（ ６．２６）

製 紙 実数
うち日本資本（％）

５０
４．００

３，８１６（ ５．３０）
９８．２６

１１１
８．１１

７，２９３（ ６．３５）
８８．５２

１２５
８．８０

８，７７７（ ６．０８）
８６．００

１３２
９．８５

１０，５５０（ ７．１４）
８３．２７

コークス 実数
うち日本資本（％）

５
１００．００

１２，３１３（１７．１１）
１００．００

７
８５．７１

２２，８２０（１９．８７）
９９．９９

９
８８．８９

２０，５０１（１４．２０）
９９．７７

１０
１００．００

３８，８４４（２６．３０）
１００．００

ゴム製品 実数
うち日本資本（％）

０
─

０
─

１９
８９．４７

９，３６９（ ８．１６）
９６．４２

２９
９６．５５

１４，８３９（１０．２８）
９４．５１

３２
９３．７５

１８，７９５（１２．７２）
９８．１８

その他合計 実数
うち日本資本（％）

７０５
８．５１

７１，９７５（１００．００）
４３．０６

１，２０３
７．３２

１１４，８６７（１００．００）
５４．３１

１，５５８
８．０９

１４４，３７５（１００．００）
５１．９０

１，７０７
７．９７

１４７，７０４（１００．００）
６８．１８

労働者１人当たり生産額・円
日本資本（平均）
土着資本（平均）

５，１９２
４，７１２

４，７２３
４，７２３

３，４９４
４，９９３

４，１４２
３，３０３

（出所） 表６と同じ。
（注）（１） 生産額，労働者１人当たり生産額ともに実質生産額である。

（２） 生産額の後の（ ）内は，化学工業全体に対する割合である。また，日本資本の割合を示していない製造業
は，１９３４～４０年の間，日本の独占状態にあったものである。

合 計（１）

（実数）
構 成 比（％）

～１９３１年 １９３２～３５年 １９３６年 １９３７年 １９３８年 １９３９年 １９４０年

紡織工業
土着資本
日本資本

１，６２０（１）
１０１（０）

１２．７２
１２．８７

２４．９４
２０．７９

９．２６
３．９６

９．８８
１０．８９

１８．１５
１０．８９

２０．００
２２．７７

５．００
１７．８２

金属工業
土着資本
日本資本

８５１（２）
１１０（１）

２３．６２
９．０９

３７．７２
３６．３６

１１．６３
７．２７

８．８１
１０．００

７．１７
１５．４５

６．５８
１５．４５

４．２３
５．４５

機械器具
工業

土着資本
日本資本

７２３（１）
２２８（０）

１４．８０
１０．５３

３３．４７
２５．４４

１１．２０
１０．０９

６．７８
１０．５３

１１．６２
１４．９１

１３．６９
２０．１８

８．３０
８．３３

窯 業
土着資本
日本資本

９２７（０）
２７１（０）

１１．１１
１４．０２

２５．８９
１８．０８

７．１２
３．６９

１０．３６
８．１２

１１．３３
１２．５５

１５．２１
２８．０４

１８．９９
１５．５０

化学工業
土着資本
日本資本

１，５５８（７）
１３６（１）

２０．９９
２０．５９

２７．８６
１８．３８

１０．５３
８．０９

９．８２
６．６２

１２．５２
１１．７６

１０．２１
１９．８５

７．６４
１３．９７

食料品
工業

土着資本
日本資本

２，０２０（２１）
４８８（２）

３２．１８
１９．２６

２８．７６
２９．３０

８．１２
１０．２５

７．１８
１０．０４

８．３７
１４．５５

９．４６
１０．０４

４．９０
６．１５

総 計
土着資本
日本資本

１０，８０６（６１）
１，８５３（６）

１８．４１
１７．５９

３３．０１
２７．２０

９．７２
８．５３

９．２９
９．８２

９．８２
１２．４１

９．９８
１５．３８

８．４３
６．３２

（出所） 満洲国経済部工務司（１９４２b）．
（注）（１） 合計値の後の（ ）内は，開業年不明の工場数である。

表８ 主要工業における資本系統別・開業年別の工場数構成（１９４０年１２月末現在）

表９ 化学工業における主要製造業の生産状況
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っている。

コークス製造業と同時期に台頭してきたのが

鉱油製造業，パルプ・製紙業，ゴム製品製造業

に代表される新興化学工業であった。鉱油製造

業は，おもに満鉄撫順炭鉱に併設されたオイル

シェール事業と昭和製鋼所（鞍山）などの化学

工場で行われていた。主要産品は，オイルシェ

ール事業による頁岩油や粗蝋，コークス製造過

程の副産物として生産されるコールタール，ベ

ンゾールなどのタール系製品であった。１９３０年

より本格化する撫順のオイルシェール事業

は，３４～３５年と３６～３９年の２度の拡張計画を経

て生産拡大が図られ［飯塚２００３，８，１２―１６］，

昭和製鋼所などのタール系製品の生産もコーク

ス生産の拡大＝鉄鋼増産のなかで増大していっ

た。しかし，「工場統計」からオイルシェール

事業などの生産状況を把握することは難しい。

なぜならば，頁岩油のように軍（海軍）に直接

納入される製品［飯塚２００３，８］は，集計対象

から除外されていたからである［大蔵省管理局

１９５０．３０４］。表９のごとく１９３８年の鉱油生産額

がその前後と比較して異常に低いのは，このこ

とと無関係ではないように思われる（注１６）。

建国当初の満洲国では，パルプ・製紙業が未

発達であったが，１９３０年代に日本で人絹工業と

スフ（人絹の一種）工業が盛んになり，原料パ

ルプの需要が高まると，対日供給を目的とした

パルプ工業の育成が求められるようになる［川

田１９４４，１０６，１２１］。こうして１９３５年から満洲

国に日本資本のパルプ工場が設立され，同時に

パルプを原料とする製紙業も成長することにな

った［上海社会科学院経済研究所１９８９，２１０］。

しかし，満洲国では，森林資源開発の立ち遅れ

などを理由にパルプ工場の設立が許可制とされ，

さらに生産制限までが課されていた。そのため

パルプ・製紙業の発達は，当初の期待を裏切り，

原木不足を原因として一斉休業に追い込まれる

１９３９年頃から低迷期に突入することになる［川

田１９４４，１１０―１１４］。

最後のゴム製造業は，経済開発の進展にとも

なう需要増大を見越して誘致された日本資本工

場の下で１９３５年頃から急伸していった。しかし，

生産の中心は，ゴム靴や地下足袋などの履物で，

自動車用タイヤなどの大規模生産は遅々として

進展しなかった（注１７）。しかも，日中戦争長期化

のなかで日本に対する欧米諸国の経済制裁が強

化され，満洲国の対外貿易も困難となり，生ゴ

ムなどの原料輸入量も急減したため，１９３８年１２

月からゴム製品製造業の生産・配給統制が開始

されるようになる［満洲鉱工技術員協会１９４２，

２４９―２５０］。

２．生産縮小部門

徹底的重点主義の工業化政策によって不要不

急の工業部門として縮小を余儀なくされたのが

紡織工業と食料品工業である。まず，紡織工業

の動向からみてみよう（表１０）。

満洲国の紡績業は，当初，土着資本の奉天紡

紗�（張作霖が１９２１年に設立した遼寧紡紗�を改

組）と営口紡織公司（営口の土着資本が共同して

３３年に設立），日本の富士瓦斯紡績株式会社経

営の満洲紡績株式会社（２３年設立）の３工場で

スタートした。その後，１９３６年に帝国製糸株式

会社と田附商店などの合同による満洲製糸株式

会社［松島１９４１，３８０―３８１］，３８年３月には山本

綿糸合名会社が設立され（注１８），紡績工場は５工

場となった（ただし，営口紡織は，３９年後半期に

綿織物業に転向した）。一方，他業種の兼業であ

るが，１９３９年，東洋綿花株式会社が錦州市に設

１９３０年代における「満洲国」の工業
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立した東棉紡織株式会社（綿織物製造業）と奉
メ リ ヤ ス

天市ですでに操業していた恭泰莫大小株式会社

（大日本紡績株式会社傘下）が原料である綿糸生

産を開始した。また前後するが，１９３８年２月に

東洋紡績株式会社が設立した東洋タイヤ公司も

原料綿糸の生産を行っていた［南満洲鉄道株式

会社調査部１９４１，１０］。このような日本の紡績

資本の勢力拡大にともない１９３４年に朝鮮紡織株

式会社が営口紡織を買収し，奉天紡紗�が鐘紡

の系列下に組み込まれる３８年後半期には日本資

本による紡績部門の独占が成立した［満史会

１９６４，４３４―４３６，４４４］。

日本の紡績資本は，短期間のうちに満洲国の

紡績業を制圧したが，日本資本による織布生産

への進出は遅々として進展しなかった。日本の

織布業は，１９１０年代には満洲の綿布市場を掌中

に収めていたが，紡績資本と異なり中小資本を

中心としていたため，満洲国に生産拠点を構築

する余裕がなかったのである［南満洲鉄道株式

会社調査部１９４１，５４―５５］。そこで満洲国は，織

布業を含めた日本綿業の利益保護の立場から紡

織工業の消極的現状維持政策を採用していた

［南満洲鉄道株式会社調査部１９４０，２］。ところ

が，日中戦争の勃発とともに，日本国内では繊

維産業を含めた消費財生産の縮小が強行さ

れ，１９３８年６月に日本政府が発動した円ブロッ

ク輸出制限措置により，満洲国に供給される綿

製品が急減していく。かくして綿製品の対日依

存を断念した満洲国は，紡織工業の積極的自給

政策を採用することになる［南満洲鉄道株式会

社調査部１９４１，１１］。一方，国内生産の縮小を

余儀なくされた日本の綿業資本は，１９３７年後半

から満洲国に次々と工場進出していった（前出

表８）。その結果，綿織物，莫大小，糸布染色

１９３４年 １９３８年 １９３９年 １９４０年

工場数 生産額（千円）工場数 生産額（千円）工場数 生産額（千円）工場数 生産額（千円）

綿 糸 紡 績 実数
うち日本資本（％）

３
３３．３３

１４，９１４（２５．９８）
５４．８７

４
７５．００

２０，７５４（１５．９２）
８０．２５

５
１００．００

２３，９４９（１８．８２）
１００．００

４
１００．００

１３，１１８（１２．０１）
１００．００

綿 織 物 実数
うち日本資本（％）

４１８
０．７２

１６，８６０（２９．３７）
１．０９

３８９
０．７７

３９，６７６（３０．４３）
１６．９６

３６９
１．６３

４２，２１７（３３．１８）
４８．２０

３５６
１．４０

３１，９６４（２９．２７）
４２．２７

毛 織 物 実数
うち日本資本（％）

１１
１８．１８

５，０４９（ ８．８０）
８９．４０

２０
１５．００

７，３２７（ ５．６２）
９７．９５

２３
８．７０

６，７８５（ ５．３３）
９６．９９

２４
２０．８３

８，８４４（ ８．１０）
９７．２２

莫 大 小 実数
うち日本資本（％）

３７８
１．８５

５，６００（ ９．７５）
２．５４

３７１
１．８９

１２，５２０（ ９．６０）
７．９６

３８９
５．１４

１０，２４３（ ８．０５）
１３．７１

３７６
９．３１

１２，２１０（１１．１８）
３３．３５

糸 布 染 色 実数
うち日本資本（％）

２５８
３．１０

７，１６０（１２．４７）
１１．４８

２５９
２．３２

２４，８１７（１９．０３）
１５．７０

１８６
３．７６

２０，９９６（１６．５０）
１２．９９

１７４
９．２０

１９，０４４（１７．４４）
３１．４２

その他合計 実数
うち日本資本（％）

１，１９０
２．４４

５７，４０８（１００．０）
２８．５４

１，６２８
２．４６

１３０，３８６（１００．０）
３２．５０

１，５７８
４．３７

１２７，２４９（１００．００）
５０．７９

１，７２５
５．５６

１０９，１９３（１００．００）
５３．６８

労働者１人当たり生産額・円
日本資本（平均）
土着資本（平均）

２，４３２
１，２２８

２，３０２
１，６４３

２，２０１
１，３１６

２，３８７
１，１７６

（出所） 表６と同じ。
（注）（１） 生産額，労働者１人当たり生産額ともに実質生産額である。

（２） 生産額の後の（ ）内は，紡織工業全体に対する割合である。

表１０ 紡織工業における主要製造業の生産状況
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（精錬精白加工）における日本資本工場のシェ

アが急伸していくが，それは，他面では満洲国

＝日本資本による土着資本に対する露骨な排除

政策と支配強化の帰結であった。その一例を以

下でみてみよう。

日本資本の相次ぐ進出により満洲国における

原料綿花の需要は飛躍的に増大した。ところが，

国内消費の大半を占めていた輸入綿花は，日中

戦争長期化の中で縮小の一途を�っていく。そ

こで１９３８年１０月に満洲国は，生産・配給統制を

図るために紡織業者を組織し，任意団体である

満洲綿業連合会を発足させ，翌３９年２月にはそ

の組織を拡大・強化するために社団法人に改組

した［岩尾１９４１，２９―３０］。満洲綿業連合会（１９４０

年１０月に絹・人絹などの繊維全体を統制する満洲

繊維連合会に改組）は，傘下の紡織業者に原料

（綿花や綿糸）を配給し，紡織業者が加工した

製品のすべてを買い上げ，それを販売業者に配

分する生産配給統制を実施した［満州鉱工技術

員協会１９４２，２５７―２５８］。だが，１９３９年に綿業連

合会の傘下に組織され，原料綿糸の配給を受け

て生産を継続した土着資本の織布業者は全体の

３分の２に止まり，残る３分の１は事実上の生

産停止に追い込まれた。しかも，綿業連合会に

よる１９３９年の綿糸配給量は，日本資本工場には

３７年比の４割増であったのに対し，土着資本工

場には３８年の２割という過酷な配給政策が実行

された［南満洲鉄道株式会社調査部１９４１，５８，１５０

―１５１］。満洲国政府は，統制機構を通して原料

供給の側面から土着資本工場を圧迫して生産か

ら排除し，日本資本の利益を第一義とする綿織

物生産体制の再編を強行したのである。その結

果，表１０のように，１９３８年に綿織物の８割以上

を生産していた土着資本工場の地位は３９年から

急落し，日本資本工場の生産拡張がもたらされ

た。このような土着資本工場の生産低下は，莫

大小製造では１９３９年から，糸布染色業では４０年

から起こっているが，その要因は，綿織物生産

部門と同じく日本資本による土着資本の排除策

が実行された結果であったと推測できる。した

がって，紡績生産を独占した日本資本は，満洲

国政府とともに土着資本の生産活動を圧迫・阻

害し，日本資本の利益に適った紡織工業の再編

成を押し進めようとしたといえるのである。

１９３９年，日本資本の紡織生産額が５割を突破し，

それと対照的に土着資本の生産額が前年比３割

減となったのは（表３より算出），こうした生産

・配給統制における日本資本優遇策を通して日

本資本による紡織工業の支配を確立したことを

意味しているといえよう。

だが，満洲国の紡織生産は，原料綿花の輸入

量が急減する１９３８年後半から深刻な隘路に直面

することになる。紡織工業にとって必要不可欠

な綿花の輸入量は，外貨不足のために輸入制限

が強化される１９３９年には前年比で５～６分の１

に激減し［南満洲鉄道株式会社調査部１９４１，４６―

４７］，表３のように満洲国の紡織生産額は，３９，

４０年と連続して実質マイナス成長に転落（日本

資本も４０年に減産となる）していくことにな

る（注１９）。

ところが，満洲国の紡績業の生産設備は，１９３７

年末の約１５万錘が３８年末には１９万６０００錘，３９年

末には２５万５０００錘へ，そして４０年６月末には３２

万錘弱に激増する異常な事態に陥っていた［南

満洲鉄道株式会社調査部１９４２，１４１］。この時期

に紡績業の生産能力が急上昇した原因は，満洲

国による原料綿花の割当が工場の生産能力に応

じて実施されたことにあった。紡績工場は，よ

１９３０年代における「満洲国」の工業
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り多くの原料綿花を獲得するために設備拡張に

奔走したのである［酒井１９４０，４］。その結果，

日本資本の工場進出によって１９３８年から顕著と

なる満洲国の紡織機械輸入（大半は日本の遊休

設備の転用）は，生産が縮小に転じる翌年にさ

らに激増した［堀２００５，１３３―１３４］。しかし，こ

の紡織工業における生産能力の拡大は，大部分

が生産と無関係に行われたもので，むしろ徒ら

に生産コストを増加させることになる。そして，

この生産実績と生産能力の乖離の進行は，操業

の短縮あるいは停止に陥る紡織工場を続出さ

せ，１９４０年６月には８３パーセントという操業短

縮率を記録することになった［松島１９４１，３８８］。

食料品工業では，他部門ではみられない日本

資本の大幅な生産縮小という事態が進行してい

た（表３）。以下，表１１によってその生産状況

を検討してみよう。１９３４年時点で食料品工業の

中軸に位置していたのはおもに小麦粉の生産を

行う製粉業であった。満洲の製粉業は，小麦の

主要産地である北満を中心に発展し，その中核
ハ ル ビ ン

都市・哈爾浜には機械制製粉業＝火磨の発達が

みられるとともに，農村部には在来工業である

磨房も広範に存在していた。しかし，満洲国の

小麦粉生産は，満洲事変後の農村破壊などを原

因として発生した１９３２，３３年の小麦不作や同時

期，満洲に進出した安価な日本やオーストラリ

アの小麦粉の市場拡大によって致命的打撃を受

けていた［上海社会科学院経済研究所１９８７，２３０］。

ところが，１９３４年に小麦粉の自給化を企図した

満洲国政府が小麦粉に保護関税を導入した結果，

満洲の製粉業は存亡の危機を脱し，生産の回復

が図られていった［大蔵省管理局１９５０，３５７］。

こうして満洲国の小麦粉生産は盛況に転じた

が，満洲国に対する小麦粉輸出が困難となった

日本の製粉業は，１９３４年より輸出に替わって工

場進出を開始する。その最初のものが，１９３４年

に東洋拓殖と日清製粉株式会社などの製粉独占

資本が共同出資して設立した日満製粉株式会社

１９３４年 １９３８年 １９３９年 １９４０年

工場数 生産額（千円）工場数 生産額（千円）工場数 生産額（千円）工場数 生産額（千円）

中国酒醸造 実数
うち日本資本（％）

１９４
７．７３

１０，２９６（１５．６８）
２．３８

６１９
２．４２

３８，６６７（１９．２６）
５．０４

７０２
１．９９

４２，４７９（１７．８９）
３．８８

７３０
２．１９

３３，６６４（１７．１３）
４．１９

製 粉 実数
うち日本資本（％）

５６
５．３６

１６，５７３（２５．２３）
２．２９

１１３
１６．８１

５９，４３８（２９．６１）
４０．０２

１８４
１２．５０

４７，１６９（１９．８７）
４２．８７

２３９
８．７９

３９，０５６（１９．８７）
３９．８１

製 菓 実数
うち日本資本（％）

１１４
３５．０９

２，７５８（ ４．２０）
５９．２７

１９７
３１．４７

１０，６９９（ ５．３３）
８０．９７

３７８
２５．４０

２０，８０９（ ８．７６）
５７．１６

５５９
２２．００

２９，９００（１５．２１）
４８．７３

精 穀 実数
うち日本資本（％）

４０５
２３．７０

２９，４４６（４４．８４）
６０．０３

３５７
４６．２２

６１，３２３（３０．５５）
６５．７１

５１７
３９．０７

８１，６６４（３４．３９）
４９．６５

５４９
３１．１５

４４，３００（２２．５４）
３７．１３

その他合計 実数
うち日本資本（％）

９５２
２１．８５

６５，６７６（１００．００）
３８．１８

１，５７７
２３．０２

２００，７２２（１００．００）
４８．１４

２，１５２
２１．２８

２３７，４３１（１００．００）
４７．２６

２，５５３
１９．１１

１９６，５６６（１００．００）
４３．８０

労働者１人当たり生産額・円
日本資本（平均）
土着資本（平均）

５，７１４
５，９２３

９，６２３
７，８１８

６，４４３
６，８８２

５，７６０
５，３３７

（出所） 表６と同じ。
（注）（１） 生産額，労働者１人当たり生産額ともに実質生産額である。

（２） 生産額の後の（ ）内は，食料品工業全体に対する割合である。

表１１ 食料品工業における主要製造業の生産状況
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であった。哈爾浜に設立された日満製粉は，「敵

産」として満洲中央銀行の管理下にあった慶泰

祥（張作霖が１９１３年に設立）と東興火磨（張作霖

が２０年に設立）を譲り受けて逸早く市場に参入

し［上海社会科学院経済研究所１９８７，２５０，４２６，

４３８］，３６年には哈爾浜の土着資本工場６箇所を

買収して生産を拡大した［満史会１９６４，４３１］。

そして，この日満製粉の成功を受け，日東製粉，

日本製粉，さらに三井物産や三菱商事などによ

る製粉工場の設立が１９３６～３７年にかけて相次ぐ

ことになる［上海社会科学院経済研究所１９８７，

２５１］。かくして日本資本による製粉業の生産額

は，１９３８年以降土着資本と肩を並べるまでに増

大した。しかし，農産物統制の実施によって１９３９

年１０月から小麦の市場出荷量が激減すると［風

間１９９３，１２２―１２９］，製粉業の生産も３８年をピー

クに急降下していく。

製粉業に次ぐ地位にあったのは中国酒（おも

に高梁酒）醸造業と精穀業であるが，中国酒の

実質生産額は１９４０年に前年比２割の減少となり，

精穀業も日本からの米の輸入量激減によって日

本資本を中心に大幅な減産となる（注２０）。表１１の

ように製粉業の生産縮小は，土着資本よりも日

本資本工場で深刻化しており（注２１），食料品工業

における日本資本の勢力後退を促進することに

なったのである。なお，食料品工業の生産額は

１９４０年に激減するが，工場数は土着資本，日本

資本ともに増大している（表２，３）。その最

大の理由は，製菓業の生産拡大にあった。製菓

業では，１９３９年からパンと飴を除く「其ノ他」

（「工場統計」の記載項目は「パン」，「飴」，「其ノ

他」の３つ）の生産額と工場数が土着資本，日

本資本ともに急増していた。製菓業激増の理由

は不明だが，１９４０年における製菓工場の大部分

が奉天市，新京市などの都市部に集中し，さら

に，「其ノ他」の製造工場の大半が常用労働者

１０人以下の零細経営であったことから［満洲国

経済部工務司１９４１c，２１０―２２３］，都市化の進展［山

口１９４４，１０１―１０５］にともない駄菓子など安価

な菓子製造業が増大した結果と思われる。

３．工業生産の特徴

以上，満洲国工業の生産状況について生産拡

大部門と生産縮小部門とに分けて検討してきた

が，それにより以下のような特徴が指摘できる。

その第１は，１９３８年後半以降，日本資本の対

満進出が本格化したことにより満洲国の工業化

が急進展したことである。日本国内の消費財関

連産業は，日中戦争以後の統制強化を忌避する

ために満洲国に生産拠点を移行させ，一方，生

産財生産に関わる日本の大企業は，満業の設立

と修正五カ年計画の発足を契機として積極的な

満洲国進出を開始した。かくして満洲国におけ

る金属，機械器具などの主要生産部門では１９３８

年を画期として日本企業が急増し（表８），急

速な生産の拡張がもたらされるのである。１９４０

年における機械器具工業の急成長は，この状況

を端的に示すものであるといえよう。

第２点は，食料品工業を除けば，１９４０年時点

で主要生産部門における日本資本の支配が確立

されていたことである。その具体的な事例とし

ては，工業発展の原動力である鉄鋼業の独占と

急成長，紡織工業における紡績業の独占，さら

に土着資本工場を下請とする機械器具生産体系

の成立などがあげられよう。このような日本資

本による基幹生産分野の独占的支配の確立は，

紡織工業にみられる日本資本による土着資本の

強固な支配を可能とし，日本資本を中心とする

生産体制への再編・移行を容易にした。かくし

１９３０年代における「満洲国」の工業

21



て１９３０年代末期には，日本資本が満洲国工業全

体を支配することになるのである。

第３の特徴は，鉄鋼増産を最優先課題として

日本資本の工場生産が展開していたことである。

五カ年計画は，１９３９年から鉄鋼増産を最重要課

題のひとつに掲げ，その実現のために日本企業

が総動員されることになった。たとえば，機械

器具生産は銑鉄生産に不可欠な採鉱選鉱及精錬

機械器具製造に力点を置き，化学工業は製鉄原

料であるコークス生産の拡張を押し進め，窯業

では塩基性製鋼炉や電気炉に不可欠な耐火材・

硬焼マグネシアの生産拡大が図られた［満洲事

情案内所１９３９，５４］。満洲国の工業生産は，鉄

鋼増産とそれに関わる製造業の拡充を優先的に

押し進めるようになっていったのである。

以上のような特徴をともなって満洲国の工業

は，１９３８年以降に急速な成長をみせたが，日中

戦争の長期化とそれに対応する「徹底的重点主

義」への移行・転換によって紡織工業をはじめ

とする消費財生産部門は生産の縮小を余儀なく

された。そして，この消費財生産の縮減という

事態は，「康徳六年（１９３９年─引用者）ニ入リ生

産基本面広範囲ニ生産障碍乃至桎梏トナツテ展

開シテ行ツタ……」［満洲中央銀行調査課 n.d.,

４２］。というのは，消費財生産の急減は，日中

戦争以降日本からの消費財輸入の減退によって

進行していた物価急騰に拍車をかけることにな

り，労働者の実質賃金低下を招来し，生計維持

のためより高い賃金を求める労働者の移動＝労

働移動率の上昇をもたらすことになったからで

ある［満洲中央銀行調査課１９４１，７―８］。五カ年

計画の実施とともに露呈する労働力不足問題と

満洲国の対応については松村（１９７２，２７０―２８４）

が詳細に論じているが，同時期に労働移動率の

上昇を防止するためにとられた諸対策は，いず

れも期待した効果を発揮しなかった。そのため，

工場経営者の多くは，労働者の移動を阻止する

ために労賃の引き上げを行った。ところが，こ

の賃金引き上げは，現状の労働力を維持するた

めだけではなく，他部門から労働力を吸収して

生産力の拡充を行うことをも企図していため，

賃上げ競争が激化し，生産部門間の賃金格差の

拡大がもたらされた。その結果，労働力移動は

いっそう激しくなり，当初未熟練労働者を中心

としていた労働力の移動は，次第に熟練労働者

へと波及・拡大し，生産現場における労働能率

の低下，労働生産性低下を促進することになっ

た［満洲中央銀行調査課１９４１，８―９］。

さらに，消費財生産の縮小という事態は，農

村から供給される工業原料の減少を促進するこ

とになる。消費財価格の急騰による入手難は，

農村における商品作物生産を自給作物生産へと

転換させることになり，出荷していた商品作物

の加工，すなわち味噌・醤油，高梁酒などの自

家生産を増大させ，農産物出廻の停滞・減少と

それによる食料品工業の縮減を引き起こすとい

う悪循環に陥ったのである［満州中央銀行調査

課 n.d.,５７］。

満洲国工業の消費財生産を犠牲とした「徹底

的重点主義」への転換は，上記のような生産を

著しく阻害する諸矛盾をもたらした。満洲国工

業が１９４０年に入り成長速度を一気に減速してい

くのは（表２），原材料や生産資材などの輸入

激減を主要因としていたが，消費財生産の縮小

に起因した諸矛盾の醸成がこの事態をより深刻

化させたといって過言ではない。そして，この

ような生産の低迷は，日本が満洲国への資材供

給量を徹底的に引き締める１９４０年下半期からよ

22



り鮮明となり，主要部門である機械器具・窯業

・化学工業の生産縮小，金属工業の生産停滞と

いう事態に至ることになる［満洲中央銀行調査

課１９４１，４―６，１０］。満洲国の工業生産は，１９３０

年代の終焉とともに一大転換期を迎え，縮小再

生産に向けた第一歩を踏みだそうとしていたと

いえるのである。

お わ り に

五カ年計画が実施される以前の満洲国工業は，

大豆油製造業を中軸とする化学工業を最大の生

産部門とし，それに紡織工業と食料品工業を加

えると，生産額の６割を超える軽工業段階にあ

った。しかし，五カ年計画の実施とともに満洲

国工業では，金属工業の急成長がみられ，機械

器具工業も１９３９年以降に急速な拡張をみせた。

さらに，化学工業では，大豆油製造業の生産額

割合が相対的に低下し，それに替わってコーク

ス製造が急速に発展し，さらにパルプ・製紙工

業，ゴム製品製造業などの新興工業の台頭によ

って新たな展開がもたらされた。それと対照的

に五カ年計画実施後の食料品工業と紡織工業は，

金属工業などと比べると低迷しており，紡織工

業は１９３９年からマイナス成長に陥り，食料品工

業は４０年に大幅な減産となった。その結果，満

洲国工業は，１９４０年には生産額の５割弱を金属

工業と化学工業，機械器具工業が占める重化学

工業中心の工業構成に転換したのである。では，

このような満洲国工業の変化は，どのようにし

て惹起されたのであろうか。結論を先取りして

いえば，満洲国における工業生産は，五カ年計

画が「徹底的重点主義」へと方向転換する中で

急速に変容していった。では，「徹底的重点主

義」への転換は，満洲国工業をどのようにして

変化させたのであろうか。

五カ年計画は，１９３９年に重点主義の方針を採

用し，鉄鋼，石炭，非鉄金属などの生産を重点

的に拡張することにした。この方針転換によっ

て工業部門では，３９年以降，鉄鋼業を中心とす

る金属工業が急成長を遂げ，４０年には満洲国最

大の生産部門となった。そのため満洲国の工業

生産は，鉄鋼増産のために総動員されることに

なる。すなわち，機械器具工業では，鉄鋼と石

炭（対日供給分を含む）を増産するために採鉱

選鉱及精錬機械器具の量産が図られ，化学工業

は，製鉄用コークスの増産に力点を置くことに

なった。さらに，窯業では，塩基性製鋼炉や電

気炉の耐火材である硬焼マグネシアの生産が拡

大された。このように，満洲国工業は，鉄鋼増

産を最大の課題とし，それに関連する製造業を

重点的に拡張する生産体制へと移行していった

のである。

満洲国工業では，鉄鋼業をはじめとする重要

産業の拡充に全力を集中したため，紡織工業な

どの消費財生産部門は生産縮小を強いられるこ

とになった。満洲国政府は，日本綿業の利益擁

護の観点から紡織工業の消極的維持政策をとっ

ていたが，日本からの綿製品供給量が日中戦争

勃発以降減少すると，一転して紡織工業の積極

的自給政策に転換した。これを受けて，１９３７年

後半から日本の綿業資本が本格的な満洲国進出

を開始し，綿織物，莫大小などの製織生産を拡

大していった。しかし，需要の大部分を海外に

依存していた原料綿花の輸入量は，日中戦争長

期化の中で減少の一途となり，五カ年計画に重

点主義が導入される１９３９年には激減した。その

ため，紡織工業は，原料綿花の不足を最大の要

１９３０年代における「満洲国」の工業
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因として１９３９，４０年と２年連続してマイナス成

長に陥ることになった。一方，食料品工業

も，１９３９年９月から農産物統制が実施されたた

め，４０年に大幅な生産縮小に落ち入った。この

ように，五カ年計画における「徹底的重点主義」

への方針転換は，満洲国工業における金属工業

を中心とする生産体制の確立とその肥大化をも

たらすとともに，紡織工業などの消費財生産の

縮小を引き起こし，工業の不均等発展を推進す

ることになった。

「徹底的重点主義」への転換は，満洲国工業

における土着資本の存在形態にも大きな影響を

与えた。金属工業では，１９３４～３８年の間に日本

資本を中核とした銑鉄鋳物製造業の成長が顕著

であった。しかし，五カ年計画に重点主義がも

たらされる１９３９年以降，日本資本工場は，消費

財生産を中心とする銑鉄鋳物生産から撤退を開

始した。しかし，銑鉄鋳物生産における日本資

本の撤退が進展すると，それに替わって土着資

本工場の増加とその生産拡大が進行していった。

この時期，銑鉄鋳物製造業の土着資本は，機械

用鋳物の生産を拡張することによって，日本資

本の機械器具工場の下請として積極的役割を担

っていたのであった。そして，日本資本の下請

を行う土着資本は，機械器具工業でも多数みら

れた。五カ年計画期の機械器具工業では，まず

普通機械器具製造業が伸展し，それに続いて

１９３９年には車輌製造業，翌４０年には電気機械器

具製造業が本格的な展開をみるようになる。し

かし，満洲国工業において相対的に立ち遅れて

いた部門である機械器具工業では，部品生産も

未発達であったため，五カ年計画実施後に生産

拡大に転じると同時に，下請工場の不足という

問題が顕在化することになった。こうした状況

下に機械器具製造業と電気機械器具製造業では，

土着資本工場が下請工場として積極的な役割を

果たし，その勢力を拡張していたのであった。

したがって，土着資本の下請工場が存在しなけ

れば，満洲国における機械器具工業の生産拡大

は，極めて困難な状況に置かれることになった

といえよう。

成長著しい金属工業と機械器具工業では，日

本資本と土着資本の間に競合関係とともに共存

関係も形成されたが，生産不振に陥っていた工

業部門では，日本資本による土着資本の圧迫・

排除政策が普遍化していった。原料綿花の不足

に悩む紡織工業では，１９３９年から綿業の生産・

配給統制が実行された。この統制において満洲

国政府・日本資本は，日本資本の織布業者を優

遇する生産・配給統制を行い，土着資本の織布

業者を圧迫・弾圧し，生産から排除しようとし

た。その結果，土着資本が圧倒的優位に立って

いた綿織物，莫大小などの織布生産では，土着

資本の生産縮小が急速に進行し，日本資本の生

産が急増していくことになった。日本資本は，

紡織工業における基幹生産部門である紡績業の

独占支配を１９３８年後半に達成していたが，それ

を背景として土着資本に対する支配を確立し，

紡織工業を自己の都合のよいように再編したの

であった。

満洲国・日本資本による土着資本工業の再編

と支配は，化学工業，食料品工業でもみられた。

土着資本による化学工業は，大豆油製造業＝油

房を中心として展開していた。土着資本の油房

生産は，満洲事変以降低迷していたが，１９３９年

９月に農産物統制が実施されると，統制の不備

を衝いて生産拡大に転じた。しかし，翌１９４０年

に農産物統制が強化されると，油房の生産は，
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大幅に縮小してゆき，その結果，同年の土着資

本による化学工業生産も急減することになった。

また，食料品生産では，五カ年計画実施前後か

ら，土着資本が支配する製粉業における日本資

本工場の進出が盛んになり，小麦粉生産におけ

る土着資本と日本資本の拮抗状態が創出された。

日本資本は，様々な製造業で土着資本の地位を

脅かすようになり，土着資本の再編・支配を進

めていたのであった。

以上のように，満洲国工業は，五カ年計画に

重点主義が採用される１９３９年以降，重化学工業

を中心として急速な発展をみせた。したがっ

て，１９３９年からはじまる五カ年計画の方針転換

は，満洲国工業の発展にとって重要な画期を与

えたといえる。しかし，鉄鋼生産を最優先させ

る「徹底的重点主義」への移行は，紡織工業や

食料品工業に代表される消費財生産部門の縮小

を惹起した。これによって深刻化した消費財の

不足は，物価急騰による労働者の実質賃金低下

を招来し，労働移動率の急上昇をもたらした。

その結果は，工場生産の能率低下，労働生産性

の低減などの生産障害を創出することになった。

また，物価騰貴＝消費財の入手困難という事態

の恒常化は，農村における自給生産の進展を促

し，農産物出廻量の激減＝食料品工業の停滞と

いう悪循環を生起させることになった。こうし

たなかで満洲国の工業生産の成長は，１９４０年に

入ると徐々に低迷することになり，日本から供

給される資材がさらに縮減される同年下半期に

は全面的な生産停滞状態に突入することになる。

したがって，満洲国工業は，１９３０年代の最終末

期に隘路に陥り，その発展の可能性は極めて限

定されたものになったといえるのである。

（注１） 満洲国は，中国東北地区に創出された傀

儡国家である。本来ならば，括弧を付して使用する

べきであるが，煩雑になるため省略した。

（注２） 記載されている１９の製造業とは，「発電，

瓦斯製造，金属精錬，普通機械器具，精密機械器具，

電気機械器具，車輌，造船，其の他機械器具，鉱油，

大豆油豆粕，大豆以外の植物油，加工油，人造肥料，

綿糸紡績，撚糸，綿織物，製粉，煙草」である。

（注３） 以下では，工業生産に関わる数値を多数

取り上げるが，その大部分は「工場統計」によるも

のである。本来ならば個々に引用箇所を明記すべき

だが，煩雑となるので省略した。

（注４） 奉天市は，「工場統計」によって１９４０年の

実質生産額を算出してみると，満洲国全体の２５パー

セントにあたる２億７２９５万円を生産する満洲国最大

の工業都市であった。そこで，奉天市における工業

製品の卸売物価指数によって満洲国の実質生産額を

推計した。本稿が使用した満州中央銀行の卸売物価

指数を構成する６３品目のうち４８品目が工業製品で，

そのなかに主要な工業製品に該当する品目が見出せ

る場合は，その卸売物価指数で個別に推計を行った。

それ以外の生産品については，工業製品４８品目から

得られる紡織工業，金属工業，窯業，化学工業，食

料品工業，製材業の卸売物価指数で工業部門ごとに

デフレートした。しかし，機械器具，瓦斯，印刷製

本の３工業は，卸売物価指数の構成品目に関連製品

がひとつもないので，工業製品全体の平均値で実質

生産額を推計した。個別に推計した主要生産品は，

綿糸，大尺布，粗布，糸布染色（捺染布），鋼板，銑

鉄，鋼條竿，普通煉瓦，セメント，大豆油，大豆絞

糟，紙，ゴム製靴・履物，高梁酒・火酒，麦酒，小

麦粉，粗糖・精製糖，材木，煙草の２１種類である。

（注５） その他（外国籍）の工場数と生産額のシ

ェアは，１９３０年代を通じて数パーセントであった。

また，満洲国（籍）の工場には，中国関内に起源ま

たは本社を有するものと満洲在来のものとがあり，

「工場統計」は，１９３４年時点では前者を中国（籍），

後者を満洲（籍）に分けていたが，３６年の報告書か

ら一括して満洲（籍）としている。それにならえば

１９３４年は「中国資本」と「満洲資本」を，３６年以降

については広義の「満洲資本」の用語を用いること

１９３０年代における「満洲国」の工業
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になるが，それでは煩雑で紛らわしい。そこで本稿

は，中国籍資本と満洲籍資本とを含む総称として「土

着資本」を使用することにした。本稿で使用する土

着資本は，土着流通資本・糧棧と同義の民族資本［風

間１９９３，３，１２―１３］ではなく，より普遍的な民族資

本一般を指している。

（注６） 一例として，土着資本の代表的な機械器

具製造業である奉天市の成発鉄工所についてみてみ

よう。１９３５年４月に設立された成発鉄工所は，当初

暖房器具の部品製造を行っていたが，その後機械部

品の製造にも携わり，３６年には工場を拡張して水道

や暖房機器用のバルブも製造するようになる。そし

て，五カ年計画の実施にともない工場建設が活発に

なり，日本からの輸入に依存していた銅製蒸気バル

ブの需要が急激に拡大すると，成発鉄工所はその製

造に着手し，日本製品との激烈な競争を通じて市場

を拡大していった［李２００６，１４９―１５１］。その結果，

１９３６年末現在の成発鉄工所は常用労働者４０人余の中

工場であったが，３９年末には労働者２００人を越える大

工場に急成長した［関東局官房庶務課ほか１９３８，

１４３；満洲国経済部工務司１９４０c，１０２］。

（注７） 同年の生産額は，名目では日本資本工場

が１億４３０９万円で土着資本の１億４１８６万円を若干上

回っている。この名目生産額を実質生産額に直すと，

日本資本と土着資本の地位が逆転するが，それは，

同時期には土着資本の主要生産物である紡織製品な

どの卸売物価指数が低水準で変動したのに対し，日

本資本の主要生産品である鉄鋼製品などはかなり高

水準で推移したからである。なお，張（２００４）は，

満鉄附属地のデータを含む南満洲鉄道株式会社経済

調査会（１９３４）と満鉄附属地を除いた満洲国産業部

工務司（１９３８）を対比し，１９３２～３６年の満洲国，奉

天省における工業生産の担い手は，民族資本であっ

たと結論付けている。しかし，１９３４年における奉天

省の工業生産額（名目）をみると，日本資本の１億

５５４万円，土着資本６６６６万円で，満洲国全体と同様に

日本資本工場が優位に立っていた。したがって，関

東局が作成した１９３６年の「工場統計」に論及しない

で上述のような結論を出すのは早計といえよう。

（注８） 「工場統計」が工場規模別の生産状況を

掲載するのは１９３６年の調査からであるが，前述のご

とく関東局作成の報告書未見のため満鉄附属地のデ

ータがない。しかし，工場調査の担当機関は，「工場

統計」とともに，調査対象の工場名，所在地，工場

主名，主要生産品名，男女別常用労働者数，開業年

月を記載した「工場名簿」を刊行していた。そこで

１９３６年については，関東局官房庶務課ほか（１９３８）

によって工場の規模別割合と常用労働者数のみを明

らかにした。ただし，関東局官房庶務課ほか （１９３８）

などの「工場名簿」と「工場統計」を対照してみる

と，記載されている常用労働者数が一致しない場合

が少なくない（理由は不明）。そのためか，関東局官

房庶務課ほか（１９３８）の満鉄附属地における常用労

働者数は，「満洲主要工業品生産表」（n.d.,９―１０）か

ら算出できる５万１２０５人よりも１６１１人少ない４万

９５９４人になっているが，表４ではそのままにした。

（注９）１９３８～４０年の労働者１人当たりの生産額

をみると食料品工場の小工場は８６４６円から５５０９円に

低下し，金属工業の大工場は３９２９円から１万９００円に

激増した。

（注１０）「工場統計」をみると，哈爾浜市には，１９３４

年に１工場，３６年に２工場の小規模（雇用労働者１０

人以下）な銀精錬業が存在していたが，３８年には消

滅している。

（注１１） 金属工業全体の労働者数は，１９３８年の２

万７５７３人が４０年には３万７１２９人に，金属精錬業の労

働者数は，同じく９３８５人から１万６１２２人に増加して

いる。これにより算出すると，金属精錬業の労働生

産性（実質額）は，１９３８年の６９１１円から４０年の１万

４２９９円に倍増し，金属工業全体でも３９２９円から７５４８

円に増加している。

（注１２） 表中には日本資本の占有率のみを記載し

たが，金属工業に限らず主要製造業の生産は，土着

資本と日本資本とによってほぼ二分されており，一

方の生産縮小は他方の生産拡大を意味している。

（注１３） 銑鉄鋳物生産から日本資本が撤収し，土

着資本工場が台頭していく要因のひとつとして屑鉄

や古鉄の回収・利用を行ったか否か，という問題が

あったと思われる。日中戦争以後満洲国では，本格

的な物資配給統制が実施されていくが［山本２００３，

５４―６３］，１９３８年４月に発令された「満洲国鉄鋼類統

制法」によって日本よりも強力な鉄鋼統制が開始さ
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れた。この鉄鋼統制で実施された配給優先順位をみ

ると，銑鉄鋳物生産が含まれる「民需」は７等級中

の第６位であった［昭和製鋼所１９４０，２，３０―３１］。

したがって，銑鉄鋳物製造業に対する銑鉄配給量は，

統制後に大幅に縮小され，日本資本工場の撤退が促

進されたと考えられる。ところが，銑鉄鋳物製造業

やそれと兼業関係にある機械器具製造業は，屑鉄な

どの資源回収を行い「相当効果的」に利用していた

といわれている［奉天商工公会 １９４２，１９４，２００］。

このことから，土着資本の銑鉄鋳物製造業は，古鉄

や屑鉄の資源回収を積極的に行い，原料不足を補完

して生産活動の維持と拡大を図っていたと推測でき

よう。

（注１４）１９３２～３５年期の開業は，日本製製品の販

路拡大を意図したサービスステーションの設置を主

としていたが，３８年以降の開業は，修正五カ年計画

の遂行に必要不可欠な産業開発資材の現地生産を企

図していた［満洲鉱工技術員協会１９４２，２１４―２１５］。

（注１５） しかも，機械器具工業の生産力は，主要

な生産品である鉱山用機械でも需要の３割程度しか

供給できない脆弱なものであった［満洲鉱工技術員

協会１９４２，２２０］。

（注１６） 「工場統計」に掲載されている頁岩油関

連の製品は，１９３４年の揮発油と重油，３９年の揮発油

と軽油，パラフィン，４０年の軽油と粗蝋があり，鉱

油生産額中の割合は３９年の５割強が最高であった。

また，１９３９年までは鉱油生産額の製品別内訳がすべ

て明らかにされていたが，４０年は「其他」を含めて

も５割強しか明確になっていない。なお，満洲国期

のオイルシェール事業については飯塚（２００３）を参

照。

（注１７） 「工場統計」によって算出すると，「ゴム

靴・其他履物」の生産額がゴム製品製造業全体に占

める割合は，１９３８年の９割から４０年には７割へと低

下していくが，飛行機・自動車用タイヤの生産額が

１割に達するのは４０年のことであった。

（注１８） 山本綿糸合名会社が登場するのは満洲国

経済部工務司（１９４０c，１４）からで，明らかになる点

は，１９３８年３月に奉天市で設立，社主＝山本熊太郎

ということだけである。

（注１９） ところで，紡織工業では，１９３９年から減

産に転じているにもかかわらず，４０年には土着資本，

日本資本ともに工場数の増加がみられる（表３）。土

着資本工場の増加は，前述のごとく小規模な柞蚕製

糸業の急増に起因しているが，日本資本工場の場合

は，日本資本による土着資本の排除による生産拡大

の結果と思われる。なぜならば，工場の増加は，生

産拡大の顕著な莫大小製造業でもっとも多く（１９３９

年の２０工場が４０年には３５工場へ），それに次ぐのは染

色部門であった。そして，増加した工場の大半が小

工場であったことから，日本国内の経済統制を忌避

して満洲国に移転してきた中小紡織業が，この時期

の日本資本工場増加をもたらしたと推測できよう。

（注２０）１９４０年には，土着資本の精穀業もマイナ

ス成長に陥った。土着資本の精穀業は，満洲国の中

国人が主食として広く用いていた高梁と粟の精白を

主としており，中国人人口が１９３４年の３３０３万人から

４０年の４０８９万人へと急増する［山中２００５，１８４］の

に対応して，生産額を激増させていった。そして，

土着資本の精穀業は，農産物統制が強化される１９４０

年には高梁の精白量が激減したため，３割以上の減

産となった（表１１）。

（注２１） 相対的にみて製粉業における土着資本の

生産縮小規模が小さかった理由は，土着資本の製粉

工場の「……殆ント凡テカ糧棧其他ノ兼営ニ係ルモ

ノテアツテ特ニ其ノ糧棧ノ兼営傾向ハ満洲事変前後

ヨリ顕著……」［「満洲ニ於ケル製粉業」，１６］だった

点に求められよう。なぜならば，満洲国の農産物統

制に対して様々の手段を駆使して統制外の農産物取

引を展開した糧棧が［風間１９９３，２０６―２１７］，系列下

の製粉工場に原料小麦の供給を行い生産の維持を計

っていたと推測できるからである。
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